【別紙】

サービスごとの加算の届出の考え方
※以下、『介護給付費算定に係る体制等に関する届出書』のことを「加算の届出」という。
	サービス名等
	届出の考え方

	全サービス共通

（一部のサービスを除く）
	１　介護職員処遇改善加算関係
（１）算定する全ての事業所において計画書の提出が必要
介護職員処遇改善加算を算定する場合は、算定区分の変更にかかわらず、

加算の届出とは別に「介護職員処遇改善計画書」の提出が必要です。
（２）（１）に加えて加算の届出が必要な場合

　算定区分を令和３年４月１日から変更する場合

２　介護職員等特定処遇改善加算
（１）算定する全ての事業所において計画書の提出が必要
介護職員等特定処遇改善加算を算定する場合は、算定区分の変更にかかわらず、加算の届出とは別に「介護職員等特定処遇改善計画書」の提出が必要です。
（２）（１）に加えて加算の届出が必要な場合

　算定区分を令和３年４月１日から変更する場合

３　ＬＩＦＥへの登録関係

（１）届出に記載が必要な場合

ＬＩＦＥの利用を開始している場合
・「LIFEへの登録」については、科学的介護情報システム(Long-termcare Information system For Evidence(以下「LIFE」という。)の利用状況をいい、LIFEの利用を開始している場合に体制状況表の該当欄を「２：あり」として届出ます。
※新設された「科学的介護推進体制加算」ほか、別添一覧表に記載された加算を算定する場合にはLIFEへの登録が必要です。
（２）届出に記載が不要な場合

ＬＩＦＥの利用を開始していない場合


	訪問介護
	１　届出が必要な場合（①～③のいずれかに該当する場合）

　①特定事業所加算（Ⅴ）（新設）を算定する場合

②上記以外で既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合
③新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
　

２　届出が不要な場合

　　１①に該当しない場合で、既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　※必ずお読みください。）

※１　「特定事業所加算」について
①特定事業所加算については新たな区分が新設されましたが、既存の加算(Ⅰ)～(Ⅳ)をそのまま継続して算定する場合は届出不要です。算定区分を変更する事業所は届出が必要となります。

②特定事業所加算（Ⅴ）については、特定事業所加算（Ⅲ）との併算定が可能ですが、加算(Ⅰ)、(Ⅱ)、(Ⅳ)との併算定はできません。
③新設された「特定事業所加算（Ⅴ）」について、令和３年４月１日から算定する事業所は、「２：あり」として届出てください。（届出がない場合は、「１：なし」とみなします。）
※２　新設された「認知症専門ケア加算」(Ⅰ) 又は（Ⅱ）について、令和３年４月１日から算定する事業所は、「２：加算Ⅰ」又は「３：加算Ⅱ」として届出てください。（届出がない場合は、「１：なし」とみなします。）について


	訪問入浴介護

介護予防訪問入浴介護
	１　届出が必要な場合（①～③のいずれかに該当する場合）
　①サービス提供体制強化加算を算定する場合
②上記以外で既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合
③新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）

　

２　届出が不要な場合

　　１①に該当しない場合で、既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　※必ずお読みください。）

※１　「サービス提供体制強化加算」について
①サービス提供体制強化加算については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②サービス提供体制強化加算の既存届出内容が「３：加算Ⅰイ」で、改定後の「３：加算Ⅱ」を算定する場合及び「２：加算Ⅰロ」で、改定後の「５：加算Ⅲ」を算定する場合（勤続年数の状況で算定する場合を除く）に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。
③既存届出内容が「２：加算Ⅰロ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
※２　新設された「認知症専門ケア加算」(Ⅰ) 又は（Ⅱ）について、令和３年４月１日から算定する事業所は、「２：加算Ⅰ」又は「３：加算Ⅱ」として届出てください。（届出がない場合は、「１：なし」とみなします。）について


	訪問看護

介護予防訪問看護
	１　届出が必要な場合（①～③のいずれかに該当する場合）

　①サービス提供体制強化加算を算定する場合
②上記以外で既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合
③新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
　

２　届出が不要な場合

　　１①に該当しない場合で、既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　※必ずお読みください。）

※　「サービス提供体制強化加算」について
①サービス提供体制強化加算については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
　　　なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②訪問看護の「サービス提供体制強化加算」について既存届出内容が「２：イ及びロの場合」で、改定後の「２：加算Ⅱ（イ及びロの場合）」を算定する場合及び「３：ハの場合」で、改定後の「３：加算Ⅱ（ハの場合）」を算定する場合に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。
③介護予防訪問看護の「サービス提供体制強化加算」について既存届出内容が「２：あり」であっても、新たな届出がない場合は、「１：なし」とみなします。なお、既存届出内容が「２：あり」で、改定後の「４：加算Ⅱ」を算定する場合に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。

	訪問リハビリテーション

介護予防訪問リハビリテーション
	１　届出が必要な場合（①～④のいずれかに該当する場合）

　①リハビリテーションマネジメント加算を算定する場合
②サービス提供体制強化加算を算定する場合
③上記以外で既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合
④新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
　

２　届出が不要な場合

　　１①～②に該当しない場合で、既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　※必ずお読みください。）

※１　「リハビリテーションマネジメント加算」について
①「リハビリテーションマネジメント加算」については新たな区分が新設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②既存届出内容が「３：加算Ⅱ」で、改定後の「３：加算Ａイ」を算定する場合及び既存届出内容が「４：加算Ⅲ」で、改定後の「４：加算Ｂイ」を算定する場合に限り、今回の特例として「リハビリテーションマネジメント加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。
③既存届出内容が「２：加算Ⅰ」、「５：加算Ⅳ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
※２　「サービス提供体制強化加算」について
①（介護予防）訪問リハビリテーションの「サービス提供体制強化加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
　　②既存届出内容が「２：あり」であっても、新たな届出がない場合は、「１：なし」とみなします。なお、既存届出内容が「２：あり」で、改定後の「４：加算Ⅱ」を算定する場合に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。
※３　「移行支援加算」について
既存の「社会参加支援加算」は「移行支援加算」に名称変更されますが、既存の「社会参加支援加算」の算定区分が「２：あり」で、そのまま継続して「移行支援加算」を算定する場合は届出不要です。算定区分を「１：なし」に変更する事業所は届出をお願いします。
※４　「短期集中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加算」・・・加算の届出不要

	居宅療養管理指導

介護予防居宅療養管理指導
	１　届出が必要な場合（①又は②に該当する場合）

　①既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合

　②新設の加算・減算を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
２　届出が不要な場合

　　既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合



	通所介護
	１　届出が必要な場合（①～⑥のいずれかに該当する場合）

①入浴介助加算を算定する場合
②生活機能向上連携加算を算定する場合
③個別機能訓練加算を算定する場合
④サービス提供体制強化加算を算定する場合
⑤上記以外で既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合
　⑥新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
２　届出が不要な場合

　　１①～④に該当しない場合で、既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　必ずお読みください。）

※１　「入浴介助加算」について
①「入浴介助加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②既存「入浴介助体制加算」の届出内容が「２：あり」で、新たな届出がない場合は、改定後の「入浴介助加算」の「２：加算Ⅰ」に自動的に置き換えられます。「３：加算Ⅱ」に変更する場合は届出が必要です。
※２　「生活機能向上連携加算」について
①「生活機能向上連携加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②既存届出内容が「２：あり」で、改定後の「２：加算Ⅱ」を算定する事業所も届出をお願いします。
※３　「個別機能訓練加算」について
①「個別機能訓練加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②既存の「個別機能訓練体制Ⅰ」、「個別機能訓練体制Ⅱ」の届出内容が「２：あり」であっても、令和３年４月１日から「個別機能訓練加算Ⅰイ」又は「個別機能訓練加算Ⅰロ」を算定する場合は届出が必要です。
（※３③以下へ続く）


	通所介護
	③既存の「個別機能訓練体制Ⅰ」又は「個別機能訓練体制Ⅱ」の届出内容が「２：あり」で、改定後の「個別機能訓練加算」で「２：加算Ⅰイ」を算定する場合及び既存届出内容が「個別機能訓練体制Ⅰ」、「個別機能訓練体制Ⅱ」とも「２：あり」で、改定後の「３：加算Ⅰロ」を算定する場合に限り、今回の特例として「個別機能訓練加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。

※４　「ADL 維持等加算Ⅲ」について
①「ADL 維持等加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、既存「ADL 維持等加算Ⅰ」については令和５年３月31日までの経過措置として「ADL 維持等加算Ⅲ」に置き替えられます。

②既存「ADL 維持等加算」の届出内容が「２：あり」で、新たな届出がない場合は、改定後の「ADL 維持等加算Ⅲ」の「２：あり」に自動的に置き換えられます。

※５　「口腔機能向上加算」について
既存の「口腔機能向上体制加算」は「口腔機能向上加算」に名称変更されますが、既存の「口腔機能向上体制加算」の算定区分が「２：あり」で、そのまま継続して「口腔機能向上加算」を算定する場合は届出不要です。算定区分を「１：なし」に変更する事業所は届出をお願いします。
※６　「サービス提供体制強化加算」について
①サービス提供体制強化加算については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
　　　なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②サービス提供体制強化加算の既存届出内容が「５：加算Ⅰイ」で、改定後の「５：加算Ⅱ」を算定する場合及び「２：加算Ⅰロ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（勤続年数の状況で算定する場合を除く）に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。

③既存届出内容が「２：加算Ⅰロ」、「３：加算Ⅱ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
（※７以下へ続く）
※７　新設された「感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の対応」、「科学的介護推進体制加算」については、令和３年４月１日から算定する事業所は、「２：あり」として届出てください。（届出がない場合は、「１：なし」とみなします。）
※８　「施設等の区分」については、前年度（令和２年４月～令和３年２月）の１月当たりの平均利用延人員数により決まります。各事業所で「施設等の区分」の変更の有無を必ず確認してください。（既存届出内容から変更がない場合は、届出は不要です。）

	通所リハビリテーション

介護予防通所リハビリテーション
	１　届出が必要な場合（①～⑤のいずれかに該当する場合）

①入浴介助加算を算定する場合
②リハビリテーションマネジメント加算を算定する場合
③サービス提供体制強化加算を算定する場合
④既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合
⑤新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
２　届出が不要な場合

　　１①～③に該当しない場合で、既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　必ずお読みください。）

※１　「入浴介助加算」について
①「入浴介助加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②既存「入浴介助体制加算」の届出内容が「２：あり」で、新たな届出がない場合は、改定後の「入浴介助加算」の「２：加算Ⅰ」に自動的に置き換えられます。「３：加算Ⅱ」に変更する場合は届出が必要です。
※２　「リハビリテーションマネジメント加算」について
①「リハビリテーションマネジメント加算」については、新たな区分が新設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②既存届出内容が「３：加算Ⅱ」で、改定後の「３：加算Ａイ」を算定する場合及び既存届出内容が「４：加算Ⅲ」で、改定後の「４：加算Ｂイ」を算定する場合に限り、今回の特例として「リハビリテーションマネジメント加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。
③既存届出内容が「２：加算Ⅰ」、「５：加算Ⅳ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
※３　「口腔機能向上加算」について
（介護予防）通所リハビリテーションにおける既存の「口腔機能向上体制加算」は「口腔機能向上加算」に名称変更されますが、既存の「口腔機能向上体制加算」の算定区分が「２：あり」で、そのまま継続して「口腔機能向上加算」を算定する場合は届出不要です。算定区分を「１：なし」に変更する事業所は届出をお願いします。
（※４以下へ続く）

	通所リハビリテーション

介護予防通所リハビリテーション
	※４　「移行支援加算」について
既存の「社会参加支援加算」は「移行支援加算」に名称変更されますが、既存の「社会参加支援加算」の算定区分が「２：あり」で、そのまま継続して「移行支援加算」を算定する場合は届出不要です。算定区分を「１：なし」に変更する事業所は届出をお願いします。
※５　「サービス提供体制強化加算」について
①（介護予防）通所リハビリテーションの「サービス提供体制強化加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
　　　なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②サービス提供体制強化加算の既存届出内容が「４：加算Ⅰイ」で、改定後の「４：加算Ⅱ」を算定する場合及び「２：加算Ⅰロ」で、改定後の「６：加算Ⅲ」を算定する場合（勤続年数の状況で算定する場合を除く）に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。

③既存届出内容が「２：加算Ⅰロ」、「３：加算Ⅱ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
※６　新設された新設された「感染症又は災害の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合の対応」、「科学的介護推進体制加算」について、令和３年４月１日から算定する事業所は、「２：あり」として届出てください。（届出がない場合は、「１：なし」とみなします。）
※７　「短期集中個別ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ実施加算」・・・加算の届出不要
※８　「施設等の区分」については、前年度（令和２年４月～令和３年２月）の１月当たりの平均利用延人員数により決まります。「施設等の区分」の変更の有無を必ず確認してください。（既存届出内容から変更がない場合は、届出は不要です。）


	福祉用具貸与

介護予防福祉用具貸与
	１　届出が必要な場合（①又は②に該当する場合）

　①既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合

　②新設の加算・減算を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
２　届出が不要な場合

　　既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

	特定施設入居者生活介護

介護予防特定施設入居者生活介護
	１　届出が必要な場合（①～⑤のいずれかに該当する場合）
①入居継続支援加算を算定する場合
　②生活機能向上連携加算を算定する場合
　③サービス提供体制強化加算を算定する場合
　④既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合

　⑤新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
２　届出が不要な場合

　　１①～③に該当しない場合で、既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　※必ずお読みください。）

※１　「入居継続支援加算」について
①「入居継続支援加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②既存届出内容が「２：あり」で、改定後の「２：加算Ⅰ」を算定する事業所も届出をお願いします。
③　「テクノロジーの導入（入居継続支援加算関係）」については、要件に該当するものとして届出をする場合は、「あり」として届出てください。（届出がない場合は、「なし」とみなします。）
※２　「生活機能向上連携加算」について
①「生活機能向上連携加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②既存届出内容が「２：あり」で、改定後の「２：加算Ⅱ」を算定する事業所も届出をお願いします。
※３　「個別機能訓練加算」について
既存の「個別機能訓練体制」は「個別機能訓練加算」に名称変更されますが、既存の「個別機能訓練体制」の算定区分が「２：あり」で、そのまま継続して「個別機能訓練加算」を算定する場合は届出不要です。

算定区分を「１：なし」に変更する事業所は届出をお願いします。
※４　新設された「ADL 維持等加算〔申出〕の有無」については、将来的な加算算定のための取組の申出をする場合は、「あり」として届出てください。（届出がない場合は、「なし」とみなします。）
（※５以下へ続く）

	特定施設入居者生活介護

介護予防特定施設入居者生活介護
	※５　「サービス提供体制強化加算」について
①（介護予防）特定施設入居者生活介護の「サービス提供体制強化加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
　　　なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②サービス提供体制強化加算の既存届出内容が「２：加算Ⅰイ」で、改定後の「２：加算Ⅱ」を算定する場合、「３：加算Ⅰロ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（介護福祉士等の状況で引き続き算定する場合に限る。）及び「４：加算Ⅱ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（常勤職員の状況で引き続き算定する場合に限る。）に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。

③既存届出内容が「３：加算Ⅰロ」、「４：加算Ⅱ」、「５：加算Ⅲ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。


	短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護
	１　届出が必要な場合（①～④のいずれかに該当する場合）

　①生活機能向上連携加算を算定する場合
　②サービス提供体制強化加算を算定する場合
　③既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合

　④新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
２　届出が不要な場合

　　１①～②に該当しない場合で、既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　必ずお読みください。）

※１　「生活機能向上連携加算」について
①「生活機能向上連携加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②既存届出内容が「２：あり」で、改定後の「２：加算Ⅱ」を算定する事業所も届出をお願いします。
※２　「テクノロジーの導入（夜勤職員配置加算関係）」について
既存の「介護ロボットの導入」は「テクノロジーの導入（夜勤職員配置加算関係）」に名称変更されますが、既存の「介護ロボットの導入」の算定区分が「２：あり」で、そのまま継続して「テクノロジーの導入（夜勤職員配置加算関係）」が「２：あり」となる場合は届出不要です。

算定区分を「１：なし」に変更する事業所は届出をお願いします。
※３　「サービス提供体制強化加算」について
①（介護予防）短期入所生活介護の「サービス提供体制強化加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
　　　なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②記載欄の区分が「（単独型、併設型）」「(空床型)」から「（単独型）」「(併設型、空床型)」に変わります。併設型の事業所は注意してください。
③サービス提供体制強化加算の既存届出内容が「５：加算Ⅰイ」で、改定後の「５：加算Ⅱ」を算定する場合、「３：加算Ⅰロ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（介護福祉士等の状況で引き続き算定する場合に限る。）及び「４：加算Ⅱ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（常勤職員の状況で引き続き算定する場合に限る。）に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。
（※３以下へ続く）

	短期入所生活介護

介護予防短期入所生活介護
	④既存届出内容が「２：加算Ⅰロ」、「３：加算Ⅱ」、「４：加算Ⅲ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
※４　新設された「併設本体施設における介護職員等特定処遇改善加算Ⅰの届出状況」については、該当する場合は、「あり」として届出てください。（届出がない場合は、「なし」とみなします。）


	短期入所療養介護

介護予防短期入所療養介護
	１　届出が必要な場合（①～③のいずれかに該当する場合）

　①サービス提供体制強化加算を算定する場合

②上記以外で既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合

③新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）

　

２　届出が不要な場合

　　１①に該当しない場合で、既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ、新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　※必ずお読みください。）

※１　「サービス提供体制強化加算」について
①（介護予防）短期入所療養介護の「サービス提供体制強化加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
　　　なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②サービス提供体制強化加算の既存届出内容が「５：加算Ⅰイ」で、改定後の「５：加算Ⅱ」を算定する場合、「３：加算Ⅰロ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（介護福祉士等の状況で引き続き算定する場合に限る。）及び「４：加算Ⅱ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（常勤職員の状況で引き続き算定する場合に限る。）に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。
③既存届出内容が「２：加算Ⅰロ」、「３：加算Ⅱ」、「４：加算Ⅲ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
※２　新設された「併設本体施設における介護職員等特定処遇改善加算Ⅰの届出状況」については、該当する場合は、「あり」として届出てください。（届出がない場合は、「なし」とみなします。）

	介護老人福祉施設

	１　届出が必要な場合（①～⑧のいずれかに該当する場合）

　①「施設等の区分」が「４：ユニット型経過的小規模介護福祉施設」である場合

　②「安全管理体制」（新設）が「１：減算型」に該当する場合
③「栄養ケア・マネジメントの実施の有無」（新設）が「２：あり」に該当する場合

　④生活機能向上連携加算を算定する場合
　⑤排せつ支援加算を算定する場合
　⑥サービス提供体制強化加算を算定する場合
　⑦既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合
　⑧新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
２　届出不要な場合

　　①～⑥を除く既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　必ずお読みください。）

※１　「ユニット型経過的小規模介護福祉施設」については「経過的ユニット型小規模護福祉施設」に名称変更されますが、現在施設区分が「４：ユニット型経過的小規模介護福祉施設」で届出のある事業所についても、令和３年４月１日から「４：経過的ユニット型小規模護福祉施設」で算定する場合は、届出が必要です。
※２　新設の「安全管理体制」については、「１：減算型」に該当する場合は、届出が必要です。新たな届出がない場合は、自動的に「２：基準型」とみなします。なお、経過措置として令和３年９月３０日までの間は、「安全管理体制」が「１：減算型」であっても減算となりません。

※３　新設の「栄養ケア・マネジメントの実施」については、「２：あり」に該当する場合は、届出が必要です。新たな届出がない場合は、自動的に「１：なし」とみなします。なお、経過措置として令和６年３月３１日までの間は、「栄養ケア・マネジメントの実施の有無」が「１：なし」であっても減算となりません。

※４　新設された「テクノロジーの導入（日常生活支援加算関係）」については、該当する場合は、「あり」として届出てください。（届出がない場合は、「なし」とみなします。）
※５　「テクノロジーの導入（夜勤職員配置加算関係）」について
既存の「介護ロボットの導入」は「テクノロジーの導入（夜勤職員配置加算関係）」に名称変更されますが、既存の「介護ロボットの導入」の算定区分が「２：あり」で、そのまま継続して「テクノロジーの導入（夜勤職員配置加算関係）」が「２：あり」となる場合は届出不要です。

算定区分を「１：なし」に変更する事業所は届出をお願いします。
（※６以下へ続く）

	介護老人福祉施設

	※６　「生活機能向上連携加算」について
①「生活機能向上連携加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②既存届出内容が「２：あり」で、改定後の「２：加算Ⅱ」を算定する事業所も届出をお願いします。
※７　「個別機能訓練加算」について
既存の「個別機能訓練体制」は「個別機能訓練加算」に名称変更されますが、既存の「個別機能訓練体制」の算定区分が「２：あり」で、そのまま継続して「個別機能訓練加算」を算定する場合は届出不要です。

算定区分を「１：なし」に変更する事業所は届出をお願いします。
※８　新設された「ADL 維持等加算〔申出〕の有無」については、将来的な加算算定のための取組の申出をする場合は、「あり」として届出てください。（届出がない場合は、「なし」とみなします。）
※９　「褥瘡マネジメント加算」について
①「褥瘡マネジメント加算」については、算定要件が見直され「褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)」「褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)」の新たな区分が創設されました。「褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)」又は「褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)」の要件で新たに同加算を算定する場合は、「２：あり」として届出てください。
②令和２年度（令和３年３月31日）において、既存の既存届出内容が「２：あり」となっている事業所で上記①で届出を行っていない場合、既存の「褥瘡マネジメント加算」の算定については、令和４年３月31日までの間は、なお従前の例によることができるとされています。この場合、「褥瘡マネジメント加算」とあるのは、「褥瘡マネジメント加算(Ⅲ)」と読み替えるものとされています。
③「褥瘡マネジメント加算」の既存届出内容が「２：あり」となっている場合は、算定要件を必ず確認し、「褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)～(Ⅲ)」のうちいずれの要件も満たさない場合は、「１：なし」とする届出をお願いします。
※10　「排せつ支援加算」について

①「排せつ支援加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたため、算定の際には届出が必要となったことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から「排せつ支援加算(Ⅰ)」、「排せつ支援加算(Ⅱ)」又は「排せつ支援加算(Ⅲ)」を算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②「排せつ支援加算(Ⅰ)～(Ⅳ)」を算定する事業所は、「２：あり」として届出てください。（届出がない場合は、「１：なし」とみなします。）
（※10③以下へ続く）

	
	③令和２年度（令和３年３月31日）において、既存の「排せつ支援加算」を算定しており、今回届出した事業所については、令和４年３月31日までの間は、なお従前の例によることができるとされています。この場合、「排せつ支援加算」とあるのは、「排せつ支援加算(Ⅳ)」と読み替えるものとされています。
※11　「サービス提供体制強化加算」について
①介護老人福祉施設の「サービス提供体制強化加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
　　　なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②サービス提供体制強化加算の既存届出内容が「２：加算Ⅰイ」で、改定後の「２：加算Ⅱ」を算定する場合、「３：加算Ⅰロ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（介護福祉士等の状況で引き続き算定する場合に限る。）及び「４：加算Ⅱ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（常勤職員の状況で引き続き算定する場合に限る。）に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。

③既存届出内容が「３：加算Ⅰロ」、「４：加算Ⅱ」、「５：加算Ⅲ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
※12　新設の「栄養マネジメント強化体制」、「自立支援促進加算」、「科学的介護推進体制加算」、「安全対策体制」については、該当する場合は、「あり」として届出てください。（届出がない場合は、「なし」とみなします。）
※13　「栄養マネジメント体制」・・・廃止


	介護老人保健施設
	１　届出が必要な場合（①～⑥のいずれかに該当する場合）

　①「安全管理体制」（新設）が「１：減算型」に該当する場合
②「栄養ケア・マネジメントの実施の有無」（新設）が「２：あり」に該当する場合
③排せつ支援加算を算定する場合
　④サービス提供体制強化加算を算定する場合
　⑤既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合
　⑥新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
２　届出不要な場合

　　①～④を除く既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　必ずお読みください。）
※１　新設の「安全管理体制」については、「１：減算型」に該当する場合は、届出が必要です。新たな届出がない場合は、自動的に「２：基準型」とみなします。なお、経過措置として令和３年９月30日までの間は、「安全管理体制」が「１：減算型」であっても減算となりません。
※２　新設の「栄養ケア・マネジメントの実施」については、「２：あり」に該当する場合は、届出が必要です。新たな届出がない場合は、自動的に「１：なし」とみなします。なお、経過措置として令和６年３月31日までの間は、「栄養ケア・マネジメントの実施の有無」が「１：なし」であっても減算となりません。
※３　「褥瘡マネジメント加算」について

①「褥瘡マネジメント加算」については、算定要件が見直され「褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)」「褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)」の新たな区分が創設されました。「褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)」又は「褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)」の要件で新たに同加算を算定する場合は、「２：あり」として届出てください。
②令和２年度（令和３年３月31日）において、既存の既存届出内容が「２：あり」となっている事業所で上記①で届出を行っていない場合、既存の「褥瘡マネジメント加算」の算定については、令和４年３月31日までの間は、なお従前の例によることができるとされています。この場合、「褥瘡マネジメント加算」とあるのは、「褥瘡マネジメント加算(Ⅲ)」と読み替えるものとされています。
③「褥瘡マネジメント加算」の既存届出内容が「２：あり」となっている場合は、算定要件を必ず確認し、「褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)～(Ⅲ)」のうちいずれの要件も満たさない場合は、「１：なし」とする届出をお願いします。

（※４以下へ続く）

	介護老人保健施設
	※４　「排せつ支援加算」について

①「排せつ支援加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたため、算定の際には届出が必要となったことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から「排せつ支援加算(Ⅰ)」、「排せつ支援加算(Ⅱ)」又は「排せつ支援加算(Ⅲ)」を算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②「排せつ支援加算(Ⅰ)～(Ⅳ)」を算定する事業所は、「２：あり」として届出てください。（届出がない場合は、「１：なし」とみなします。）
③令和２年度（令和３年３月31日）において、既存の「排せつ支援加算」を算定しており、今回届出した事業所については、令和４年３月31日までの間は、なお従前の例によることができるとされています。この場合、「排せつ支援加算」とあるのは、「排せつ支援加算(Ⅳ)」と読み替えるものとされています。
※５　「サービス提供体制強化加算」について
①介護老人保健施設の「サービス提供体制強化加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
　　　なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②サービス提供体制強化加算の既存届出内容が「２：加算Ⅰイ」で、改定後の「２：加算Ⅱ」を算定する場合、「３：加算Ⅰロ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（介護福祉士等の状況で引き続き算定する場合に限る。）及び「４：加算Ⅱ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（常勤職員の状況で引き続き算定する場合に限る。）に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。

③既存届出内容が「３：加算Ⅰロ」、「４：加算Ⅱ」、「５：加算Ⅲ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
※６　新設の「栄養マネジメント強化体制」、「リハビリ計画書情報加算」、「自立支援促進加算」、「科学的介護推進体制加算」、「安全対策体制」については、該当する場合は、「あり」として届出てください。（届出がない場合は、「なし」とみなします。）
※７　「栄養マネジメント体制」・・・廃止


	介護療養型医療施設
	１　届出が必要な場合（①～⑦のいずれかに該当する場合）

　①「移行計画の提出状況」（新設）が「２：あり」に該当する場合
②「安全管理体制」（新設）が「１：減算型」に該当する場合
③「栄養ケア・マネジメントの実施の有無」（新設）が「２：あり」に該当する場合
　④排せつ支援加算を算定する場合
　⑤サービス提供体制強化加算を算定する場合
　⑥既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合
⑦新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
２　届出不要な場合

　　①～⑤を除く既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　必ずお読みください。）
※１　新設の「移行計画の提出状況」については、「移行計画未提出減算」に該当しない場合に、「２：あり」として届出が必要です。届出の際には（別紙様式25）「介護療養型医療施設の移行に係る届出」の添付が必要です。新たな届出がない場合は、自動的に「１：なし」とみなします。なお、令和３年９月30日までの間は、「移行計画の提出状況」が「１なし」であっても減算となりません。
※２　新設の「安全管理体制」については、「１：減算型」に該当する場合は、届出が必要です。新たな届出がない場合は、自動的に「２：基準型」とみなします。なお、経過措置として令和３年９月３０日までの間は、「安全管理体制」が「１：減算型」であっても減算となりません。
※３　新設の「栄養ケア・マネジメントの実施」については、「２：あり」に該当する場合は、届出が必要です。新たな届出がない場合は、自動的に「１：なし」とみなします。なお、経過措置として令和６年３月31日までの間は、「栄養ケア・マネジメントの実施の有無」が「１：なし」であっても減算となりません。

※４　「排せつ支援加算」について
①「排せつ支援加算」については、算定の際には届出が必要となったことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から「排せつ支援加算」を算定する事業所は、算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②「排せつ支援加算」を算定する事業所は、「２：あり」として届出てください。（届出がない場合は、「１：なし」とみなします。）
（※５以下へ続く）

	介護療養型医療施設
	※５　「サービス提供体制強化加算」について
①介護療養型医療施設の「サービス提供体制強化加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
　　　なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。

②サービス提供体制強化加算の既存届出内容が「２：加算Ⅰイ」で、改定後の「２：加算Ⅱ」を算定する場合、「３：加算Ⅰロ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（介護福祉士等の状況で引き続き算定する場合に限る。）及び「４：加算Ⅱ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（常勤職員の状況で引き続き算定する場合に限る。）に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。

③既存届出内容が「３：加算Ⅰロ」、「４：加算Ⅱ」、「５：加算Ⅲ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
※６　新設の「安全対策体制」については、該当する場合は、「あり」として届出てください。（届出がない場合は、「なし」とみなします。）
※７　「栄養マネジメント体制」・・・廃止

	介護医療院
	１　届出が必要な場合（①～⑥のいずれかに該当する場合）

　①「安全管理体制」（新設）が「１：減算型」に該当する場合
②「栄養ケア・マネジメントの実施の有無」（新設）が「２：あり」に該当する場合
③排せつ支援加算を算定する場合
　④サービス提供体制強化加算を算定する場合
　⑤既存届出内容を令和３年４月１日から変更する場合
　⑥新設の加算・減算等を令和３年４月１日から算定する場合（介護給付費算定に係る体制等状況一覧表に記載される加算・減算等に限る）
２　届出不要な場合

　　①～④を除く既存届出内容を令和３年４月１日から変更せず、かつ新設の加算・減算を令和３年４月１日から一つも算定しない場合

（注意事項　必ずお読みください。）
※１　新設の「安全管理体制」については、「１：減算型」に該当する場合は、届出が必要です。新たな届出がない場合は、自動的に「２：基準型」とみなします。なお、経過措置として令和３年９月30日までの間は、「安全管理体制」が「１：減算型」であっても減算となりません。
※２　新設の「栄養ケア・マネジメントの実施」については、「２：あり」に該当する場合は、届出が必要です。新たな届出がない場合は、自動的に「１：なし」とみなします。なお、経過措置として令和６年３月31日までの間は、「栄養ケア・マネジメントの実施の有無」が「１：なし」であっても減算となりません。

※３　「排せつ支援加算」について

①「排せつ支援加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたため、算定の際には届出が必要となったことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から「「排せつ支援加算(Ⅰ)」、「排せつ支援加算(Ⅱ)」又は「排せつ支援加算(Ⅲ)」を算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。
②「排せつ支援加算(Ⅰ)～(Ⅳ)」を算定する事業所は、「２：あり」として届出てください。（届出がない場合は、「１：なし」とみなします。）
③令和２年度（令和３年３月31日）において、既存の「排せつ支援加算」を算定しており、今回届出した事業所については、令和４年３月31日までの間は、なお従前の例によることができるとされています。この場合、「排せつ支援加算」とあるのは、「排せつ支援加算(Ⅳ)」と読み替えるものとされています。
（※４以下へ続く）

	介護医療院
	※４　「サービス提供体制強化加算」について
①介護医療院の「サービス提供体制強化加算」については、算定要件が見直されたこと及び新たな区分が創設されたことから、これまで算定していた事業所を含め、令和３年４月１日から算定する事業所は、新たな算定要件等に即して届出をお願いします。
　　　なお、届出に当たっては、算定要件を必ず確認してください。②サービス提供体制強化加算の既存届出内容が「２：加算Ⅰイ」で、改定後の「２：加算Ⅱ」を算定する場合、「３：加算Ⅰロ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（介護福祉士等の状況で引き続き算定する場合に限る。）及び「４：加算Ⅱ」で、改定後の「７：加算Ⅲ」を算定する場合（常勤職員の状況で引き続き算定する場合に限る。）に限り、今回の特例として「サービス提供体制強化加算」についての根拠資料の添付は不要です（加算の届出書と体制等状況表のみ提出）。

③既存届出内容が「３：加算Ⅰロ」、「４：加算Ⅱ」、「５：加算Ⅲ」で、新たな届出がない場合は「１：なし」とみなします。
※５　新設の「栄養マネジメント強化体制」、「自立支援促進加算」、「科学的介護推進体制加算」、「安全対策体制」については、該当する場合は、「あり」として届出てください。（届出がない場合は、「なし」とみなします。）
※６　「栄養マネジメント体制」、「移行定着支援加算」・・・廃止

	居宅介護支援
	平成30年度より、指定及び指導監督権限が県から市町へ移譲されました
ので、届出等の具体的な手続きについては、事業所が所在する市町の介護

保険担当課へ御確認願います。


